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「教 育 を 受 け る 権 利」 と職 業 訓 練

―能力の問題にとせて ―

佐 々 木 享

(専修大学経営学部)

Ⅰ

1944年 とい う第二次大戦の最中に,拘 置所内か ら書 き

送 った手紙 のなかで中西功は,中 国大陸か ら引き揚げて

きた手に職 をもたない平凡な主婦であ る妻 ・方子にたい

して,繰 り返 し職業補導所へ通 って技能 を身につ けて働

きに 出ることをすすめてい る1).「今後の方子の問題 につ

い ては,こ の際,思 い きって飛躍 して,神 田の養 成所に

入 り,製 図工に なりきるの も手だ と思い ます.」(『 死 の

壁 の中か ら』63ペ ー ジ)「 い まの方子の問題― それは

実に多面的 でし ょうが― の中心点は,子 供 の 養 育 の

問題 ではな く,方 子 自身 の自活化,独 立化,な どの生活

方 針の確立 です.そ れ さえ 出来れば,他 の問題― 子供

の問題 も,当 面 の生活 の問題 も― 自然に 解決に向 うと

思います.」 「とにか く,現 在において も,将 来において

も方子 は方 子の発展進歩だ けを考えれば よいのです.子

供が あるか ら,何 が あるか らなどとい うのは,一 さい方

子の発 展 と進歩を妨 げる理 由にはな らない と思います,

そして,そ れ はまた結局において,真 に子を養育す るた

めに も必要 なことです.」 「その点で,具 体的に生活の 自

立 化の点 でも大 きな目で選択 して下 さい。私は発展性の

ある 『技術』的基礎 を もった ものがよい と 思います.」

(64～66ペ ー ジ)「何 とりも,方 子がす っか り元気を取 り

戻 して居 るので,安 心 しま した.今 の元気 と気持でや っ

て下さい.そ して出来れ ば一 日も早 く基本的な技術 を習

得すると う何処かの養 成所に入って下 さい.―(そ れ

か ら,技 術の習得は今 の うちのことです.そ の うちに駄

目にな ります.そ の点,よ く考えて下 さい.)」(94～95

ペー ジ)「何 とりも私 の意見が全面的に うけ入れ られて,

うれ しく思っている.横 浜の補導所 の方 も決定が 出たよ

うで本 当に うれ しい.毎 日,忙 しく立ち働いて手 も節 く

れ 立ってきた とのこと,そ れが本 当の人 間の手だ.

―方 子の一生 は これか らだ.完 全に新発足 だという気持 で

頑 張って下さい.十 月 一 日か らのに うまく許可が下 りれ

ばよいが.五 州君(弟,中 学を出たあ と機械工養成所 に

学んだ― 引用者, 29ペ ー ジ参照)ら の本があ るで しょ

うか ら,予 備 知識を養 っておいて下 さい.入 所 して友人

が出来れ ば,日 本で一人ぼ っちの方子に とっては,そ れ

でやっと日本 に落ちついた気にな るで しょう.」(96ペ ー

ジ)「 無事 に入所でき,ま た早 く卒業で きそ うで何 より

です.」(108ペ ー ジ)「 練習に忙殺されてい る様子,う れ

し く拝見 」(109ペ ー ジ)中 西は,さ らに,補 導所の卒

業 をまじかに控 えた妻 に書いている.「 とにか く,こ れ

か らの方子 の新 しい生活 に全幅の期待をかけてい ます

それ は単に仕事 をす るためじ ゃない.給 料を とるためだ

けでもない.な おさ ら戦時の一時の必要のためでない.

一生働 くために,自 分 の人生をきたえ るために,真 の文

化生活 を獲得するためです.私 は労働が必ず しみ じみ と

教える ものがあると考 えています.つ よく生 き て 下 さ

い,」(112ペ ー ジ)

いささか長すぎる くらい引用 したのは,公 共の職業補

導施設― 今 日の公共 職業訓練校― の もつ意義 と役割

とが,ま ことに適格 に とらえ られてい るように思われ る

か らであ る.こ こには,ひ とりの婦入が職業補導所に学

ぶ ことにと って 「自活 」 「独立」す ることが できるとい

う展望がのべ られてい る.そ して 「自活」 「独立」す る

ために学ぶ ことは さしあた っては子 どもの養 育の障害に

な るよ うにみえ るか もしれないが,「 結局に おいて,真

に子を養育す るために も必要な こと」だ とされ ている.

技術を身につ けて働 くことは 「人生 をきたえるために,

真の文化生活 を獲得す るた めに」必要 なのだと強調され

てい る.

ところで,こ の中西の妻のと うない ったん家庭の主婦

とな った婦人 をふ くめて,一 般 の市 民がある程度の技能

を身につ けるために 学ぶ ことので きる公共的な職業補導

施設は,じ つの ところ,そ う以前か らあったの ではな く

中西の手紙 が書かれ た5年 ほ どまえに,よ うや く量的に

拡大 しは じめたばか りなのであ った.

1921年 に徒弟学校が実業学校に吸収 され たあと,い く

つかの努力に もかかわ らず実業補習学校 は技能養 成を行
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なうに たる内実 をついに持 たなか ったか ら,わ が 国には

技能養成 を実施 す る公共的な教 育訓練施設 はほとんど皆

無 となった.技 能 の訓練は,も っぱ ら工 場内で資本 の手

で行 なわれ るこ とにな ったの である.(こ こでは,筆 者

は,第 二次大戦後 の今日 の事情 を考察す ることを主眼 と

しているの で,明 治以来 の技能者養成制度 の発展 ・変質

の過程に さか のぼ って考察す る必要 はな いように 思われ

る.)だ か ら, 1930年 代の後半 のわが国 で公共的 な施設

によって職業補導が 大々的には じめ られた ことには,刮

目すべ き意義が あった.し か しなが ら,こ の1930年 代後

半にはじまる公共職 業補導 が占める歴史的な意義につい

ては,研 究史 のうえでまだ安定 した評価がな されてはい

ないように思われ る.

Ⅱ

筆者は1930代 の後半にな って公共職業補導施設が社

会的な制度の問題 とな し得 る程に量的に拡充 されは じめ

た事実, 1938年 の職 業紹介 法の全面的改正が この公共職

業補導施設拡充のみ ちを開いた ことに注 目しなけれ ばな

らない と考えてい る2).こ のよ うなみかたは別の ところ

でも指摘され てい るが3),こ れ については, 1930年 代の

前半に失業者が大量に生れ た事態 への対応 策 とい う面を

みなければな らない とか, 1930代 よ り以前か ら公共職

業補導施 設はあ ったのではないか とい う反論 もある4).

しか しこれ らの反論は, 1930年 代後半か ら,公 共職業補

導施 設が社会 的な制度 として位 置づ け られ るとうに なっ

た という事態 の本質 を じゅうぶんに とらえていない とい

わなけれ ばな らない.い ま,こ の ような異論 の生れ る公

共的な職業補導施 設の量的発展を中心に事実経過の概略

をみ ると, 1923年 に東京市が鐘ケ淵紡績株式会社の協力

を得 て,失 業者 の短期 再教 育を 目的 として職業補導会を

設立 したことが この種 の施 設の嚆矢 とされてい ることは

周知の ところである.つ いで大 正末期か ら昭和初期にか

けて都市を中心 として失業対策 の一環 として職業補導施

設が漸次設け られ るように な り, 1932年 現在の施設数は

96所 に達 したが,そ の 内訳は,「 職 業補導事 業のみを行

な うもの43所(う ち30所 は臨時施設 の講 習会),授 産施

設 と合 わせ行な うもの53所 」 とい う状況 であって5),実

態か らいえば臨 時的な ものが多いだ けでな く技能 習得 と

同時に最低収入 を補償 しよ うとす るいわゆ る授産施設 の

性格が強 く,社 会 的な技能教育施設 とい うにはか なりの

距離があ ったように思われる.こ の ことは, 96所 の経営

主体が,国 立2,府 県 立4,市 町村立21,公 益団体立69

とな っていた5)こ とか らわか るよ うに,等 しく公共施設

とはい って もその経営基 盤は職 業紹介法改正後の施設の

ような強固な ものではなか ったとい う面か らも指摘で き

ることである.

国家総動 員法が成立 した同 じ1938年 に職業紹介 法が全

面改正 され,失 業対策か ら―転 して 「労務 ノ適正ナル配

置 ヲ図ル」企 図のもとに,従 来市町村 立 とされ ていた職

業紹介所 の事業(都 道府県立は例外 とされ ていた6))は

全面的 に政府 の管掌す るところ となった.こ の改正職業

紹介法 第3条 第一 項 「政府ハ職業紹介事 業ニ併 セテ職業

指導及必要ニ 応 ジ職業補導其 ノ他職業 紹介ニ 関スル事項

ヲ行フモ ノ トス」の規定 にとって,国 営 の職業補導施設

が設け られ ることとなった.こ こに職業補導施設の法的

・社会的基盤が確立 され るに至 ったのである.こ の3年

程前か ら,東 京府機械 工養 成所 など公的な技能教育施設

が数か所に設立されていたことは知 られてい るところで

あるが7),改 正職業紹介法 の施行直後の1939年 には96か

所の(国 営)職 業補導所が薪設 され,そ のほかに職業紹介

所直営の職業補 導施設が27か 所,工 学校他 の施 設に

委託 して実施す る職業補導施設が41か 所にのぼ った8).

ここで注目 しておくべ きことは,「 離 職者」 に対す る訓

練施設 として設立 された これ ら施設には,は じめか らか

な りの数 にのぼ る若年者の入所がみ られ ただけでな く,

 1942年 に転職者 の勤労意欲向上のための国民 勤労訓練所

が設立され ると,前 記の職業補導施設 は主 として離職者

の うちの青少年 を対象 とした訓練施設 としての性格を も

つようにな った ことである9).こ こに至 って,公 共職業

補導施設は,同 じく1938頃 か ら設立 されは じめた都道

府県 の機械工養成所(あ るいは機械工訓育所)と ともに

― この機械工養成所の数 は全 国に約40か 所に及んだ と

されてい る10)―,青 少年に たいす る教育訓練機関 とし

て の性格を強 くもつとうに なったのであ る.

こうして第工次大戦中につ ぎつ ぎに設立 された公共 的

な職業補導施 設(職 業補導所 と機械工養成所)の 大部分

は,第 二次大戦後 には公共職業補導所 として再発足 し,

 1958年 の職 業訓練法によって職業訓練所 とな り, 1969年

の職訓 練法全面改正に よって職業訓練校 とな って今 日

に及んでい る.

Ⅲ

公共職業補導施設 の発生の経過を追ってみたのは,今

日の公共職業調練施設の教育機関 としての位 置づけを明

らかにす るうえで必要 と考え られ たか らである.

今 日多 くの人が 「 訓練」 ということばで思いおこ

すの は事業内職業訓練であって,公 共職業訓練 を思い う

かべ る人は少ないであろ う.か つ て 「事業 内職業 訓練に

代表 され る職場を中心とす る教 育訓練の公共化」 につ い
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て発言した岩下新太郎が 「職実訓練は公共職業訓練と事

業 内職業訓練 とに大別で きるが,そ の うち勤労青少年の

職 業訓練機開は事業 内訓練 で」 とい う書 き方を してい る

のは故な しとは しない11)(傍 点は引用者).じ っさい,

日本資本主義 のもとでは明治末年以来工 場内技能者養成

制 度は,終 身雇用制や年功型賃金体型等 々の要因 とあい

まって確実に社会的 な制度 の一環 として定着 した し,ま

た職業訓練 は企業の 内部 で行われ るのが常態であ ると理

解 されて今 日に至 ってい る.し か しなが ら,今 日におい

ては,そ の事業 内職業訓練 を公共的な ものとしな ければ

な らない とい う主張 は,前 記岩下のみな らず研究者12)や

労働組合運動 のなか で13)～15)も決 しては少 くはない.こ

の ような主張 の意味 を吟味す るためには,今 日現に公共

職実訓練制度が存在す ることの意味 と同時に,社 会的な

制度 としての公共職業訓練が1930年 代後半に創 出された

ことの意義 を問う必要が あるように思われ るのであ る.

 1930年 代 の後半に ドラステ ィックに展開され る技能者

養成政策 の特色 を最 もよく示す ものが,国 家総動員法に

基いて 出され た1939年 の工場事業場技能者 養成令であ っ

たことは比較的 と く知 られ てい る,こ の工場事業場技能

者養成令に とる技能者養成 とい う強力な施策 と同時に公

共的な職業補導制度が展開 された ことは前述 の と お り

で,後 者 を見失 ってはな らないのではないか とす るのが

ここでの筆者 の主張の一つであ る.と ころで,こ の1938

～39年 に― 連 の施策が展開 され る少 し前に,い わゆる熟

練工論争 なるものが一部 の識者のあいだで行なわれた こ

ともまた周知 のところで ある. 1937年 前後の この熟練工

論争につ いての評価や理解 もまたその後の施策の理解の

仕方に関係 してくるように思われ る.

いわゆ る熟練工論争な るものの全体像 をここで問 う余

裕はないが,広 崎真八郎 の整理す るところでは,林 内閣

の伍堂商工大軍が熟練工養成の必要を となえた ことを発

端 として,以 来多 くの関係省庁や関係団体 ・個人が この

問題について発言 した ことをさ し16),国 家総動員法によ

る学校技能者養成令 ・工場事業場技能者養成令の発布 に

至 って終息 したもの と理解 されてい るごとくである.と

ころで1938～1939年 に 『科学主義工業』誌上で展開され

た「多 能工か,単 能工か」 の論争 は17)-27),こ の熟練工論

争の一部をな してい るのであるが,こ れを もって熟 練工

論争の全体であ るかのと うな理解がみ られるのである.

多能工か,単 能工か とい う問題のたて方は,論 争の本質

を養成され るべ き労働者の熟練ない し技能の質 にある と

とらえてい るのであるが,そ の典型 を,大 河内正敏 ・清

家 正 ・宮本 武之輔 ・藤沢威雄 ・山内弘 らを単能工の主張

者 に,山 口貫一 ・大内経雄 ・隈部一雄 ・富塚 清を多能工

の主 張者に分類 して 「熟練工養成 の 目標上 に於 け る混乱

と しての多能工か単能工かの問題」 を検討 した木内誉治

にみる ことがで きる28).こ のような分類は戦後において

は山崎昌甫 に引き継がれ てい るが29),こ れ は熟 練工養成

に関 して 「もっ とも重要な事柄 は,熟 練工 の 『質 』に関

す る問題 である」 とい う理解か らは 当然 の帰 結 で あ っ

た.い わゆ る熟練工論争を,『 科学主義工業』 誌という

視野か らみる限 りその主 たる 論 点 が 「多能工か単能工

か」 とい う問題 に限定 されて展開 された ことは事実に相

違 ないが,い わゆ る熟練工論争の論点 をそ こに限定 して

理解す る ことは事実 に反す るといわな ければな らないだ

ろう.と い うのは,論 争の口火を切 った当の商工省がた

てた熟練工養成策 の要点 は,「1,全 圏各地に国又は府

県営 の熟練 工養成機 関を設置す ること, 2,主 要民間工

場(主 として重工実)に 単独又 は共同施設の養成機関を

設 置せ しむ ること, 3,重 工業 普通工場にそれぞれ必要

以上 の職工数 を雇用せ しめ熟練 工の養成に当 らしむ」と

いうものであり30),そ れ はまもな く現実 と化 した公共職

業補導所 の創設(前 記 の1)と 事業 内訓練の拡充 と義務

化(2, 3)を ふ くむ ものだ ったのであ って,『 科学主 義

工業』誌や木 内 ・山崎 らはいわゆ る論争なる ものを この

両者で養成すべ き労働力 の質だ けにす りかえてい るい ら

いが強い のである.す なわ ち,商 工 省案 が掲げた 「国又

は府県営の熟練工養成機関」に おい ては,熟 練工養成 機

関であ るとしなが らもその養成年限 を中学卒 業 者 は 半

年,高 等小学校卒業者は1か 年 ない し1か 年 半な どとし

ていた ところに養成すべ き熟練工の質 をどうと らえるか

とい う問題 が胚胎 した と考え られ るので ある.ほ ん らい

評論されなければな らなか ったのは,一 面 では労働力 の

質であ るとともに他 面では公的な施設 ではどのよ うな労

働力を養成すべ きか とい うことではなか ったのであろう

か.

この ようにみて くると,こ の熟練工論 争は,「 結局こ

の(多 能工 ・単能工の)二 つ のものは両立す べき ものと

考え られ た」 とい うことで一応 の結着が つけ られ たかの

ごとく理解 されてはい るが31)-32),む しろ本来 の論点は

未成熟で あったといわな ければな らない.

Ⅳ

1930年 代後 半に ほん らい研究 され なければな らない論

点が未成熟に おわ った ことは,そ のまま,第 二次大戦後

の若干の研究者に尾 をひいている.す なわち,筆 者のみ

るところで は, 1930年 代後 半に展 開された技能者養成政

策の意義は,い っぽ うに おいて,工 場事業場技能者養成

令に よって3年 制の定型的技能者養 成を重要産業の事業
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主に義務づ けた ことに よって大戦後 の今 日の定 型的事業

内職実訓 練の原型を社会的な制度 として創 出 した ことに

あり,他 方 で,徒 弟学校 の解 消(実 業学校 への吸収)以

来殆 ど皆無 とな って しまった公 的な技能教育機関を公共

職業補導所 として発足 させ て,今 日の公共職業訓練校の

原型た る社会的制度 の基 礎をつ くりだ した ことで ある.

石原孝一 『日本技術教 育史 論』(歪962年)や 隅谷三喜男

編著 『目本職業訓練発 展史(下)』(1971年)が かか る理

解を全 く欠い ている ことは別の機会に詳述 したとおりで

あるが33),同 様 の ことは山崎の場合に も29)指摘す ること

ができる.し か しなが ら,す でに戦前におい て,細 谷俊

夫が工場事 業場技能者養成令に よって定型的 な事業 内職

業訓練が著 しく拡充 された ことに 「絶大 な意 義 を 見 出

す」 とともに,こ れが事業 内訓 練であるとい う点 に注 目

して 「この技能者養成制度 の成 立を新徒弟制度 の確立 と

いう点に於て特質づ け」てい た34)ことに 注目す ることは

必要であ る.そ して細谷 のばあい,他 方 において,機 械

工養成所をふ くむ公共的職業訓 練の制度 が創 出された こ

とについては これを 「社会教 育 としての技術教育」 とと

らえてい ること34)に,い っそ うの注 目をは らう必要があ

るであろう.と い うのは第 二次大戦後の今 日,筆 者の知

る限 りの多 くの社会教 育研究 者 ・社会教育の関係者は,

しばしば事業 内職実 訓練 と公共職業訓練 との社会的な性

格の相違に注 目す る こともしないで,職 業訓練一般を教

育あるいは社会教 育 とは別の もの とみなすか,あ るいは

社会教 育の一環 だ といって もその中心か らず っと遠い と

ころにあるもの とみな してい るか らで ある.職 業訓練 を

教育 とは別個 の もの とみなす この ような見解 は, ILO

やUNESCOに み られ るような最近 の国際的 な常識に

35)-36)著し く背馳 してい るだ けでな く,第 二次大戦後 の

わが国の教 育の根幹を据えた憲法 ・教育基本 法の精 神と

もまた背馳する もの といわな けれ ばな らないが,こ の点

で,教 育基本 法の制定を準備 し,戦 後 の教 育体 系の根幹

を形成する うえに大 きな寄与 をした教 育刷新 委員会(の

ち教育制新審 議会)の 見解はむ しろ細谷 の見 解の系譜 の

うえに立っている とい うことが できる.

日本 国憲法 と教育基本法に おける職業 訓練の位置にか

んする筆 者 らの見解 の一端 は別 の機会に発 表 した ことが

あるので37),こ こでは要点 を指摘 するに とどめる.ま ず

憲法 との関係でいえば,「 生存権,幸 福 を追求する権利

(日本 国憲法第13条)は,社 会生活のなか では,一 般に

労働に参加す ることを通 して実 現され る.し たが って,

(憲法26条 にい う)教 育権 を生存 権の文 化的側面 ととら

え る見 解それ 自体が今 日の段 階においては重要な意義を

もつ ことはい うまで もないが,生 存権 ・幸福を追求す る

権利が労働を通 じて実現され ることを考え るとき,労 働

権 は 『職業選択の 自由』(営 業権 とい う意味 でな く)を

ふ くむ ものでなければな らない と考え られ るのであ り,

教 育権 をその ような意味 での労働権 を実質的に保障 しと

うとす るものだ として理解す るな らば,そ の教育のなか

に は当然に職業訓練 もふ くむ と解す るのが至当」である

38).こ のとうな意味で,社 会主義国 の憲法,た とえば ソ

ビエ ト社会主義共和国同盟憲法(第121条),ポ ー ラン ド

人民共和国憲法(第61条), 1968年 の ドイ ツ民主共和国

憲法(第25条)な どが教育を受 ける権利 を明記 した条項

に おいてその権利が学校教 育とともに職業訓練(職 業技

術教 育)を うけ ることによっても保償 され ることを明記

していることは周知の ところであるが― その意味で社

会主義 国では教育 と職業訓 練との社会的性格の うえでの

差別 は基本的には解消され ているといって もよいのであ

るが,資 本主義国において も,た とえば1946年 の フラン

ス憲法の前文― その大綱は, 1958年 憲法に も踏襲 され

ているとレオンはい っている― において,「 国家は,

教 育,職 業訓練お よび文化にたいする児童 と成人 の機会

均等を保障す る.無 償に して非宗教な公共教 育の編成は

あ らゆる段階 をつ うじて,こ れ を国家 の義務 とす る」 と

規定 して39)職業訓練 の憲法上の位置づけを明 らかに して

い ることは注 目に価 しよ う.

ところで,筆 者が特別に関心を もつのは,依田 有弘が

指摘 してい るよ うに,教 刷委 で議論された教 育基本 法原

案 の社会教育に関する条項 では,労 働者にたいする職業

技術教育が 「社会教育の一つ の重要な柱」 として位置づ

け られていた ことである40).す なわち,教 育基本法の基

本理念の検討 と教育基本 法の立案研究を主た る任務 とし

た教刷委第一特別委員会 が1946年11月15日 の中 間報告 と

して提 出した教育基本法要綱案 には 「教育の 目的は,あ

らゆ る機会 とあらゆ る場 とを通 じて実現 され なければな

らない」 とい う規定がふ くまれていたのであるが,総 会

の審 議を経 てさらにその第一特別 委員会 は社会教育に関

する原 則的 な事項 の審議― 依田 の整 理に よれ ば,(a)

社会 が教 育の場 として非常に意味のあるものであり,社

会教育は重要 である,(b)国 及び公共団体 は,社 会教

育の施設を充実活用す るな ど社会教育の振興を図るべ き

だ,(c)学 校 を社会教育に も利用すべ きだ,(d)社

会 の施設は教 育のために活用 され るべ きこと,な どの議

論があ り,特 に(d)に 明 しては 「社会の施設」の範囲

について議論が なされてい る― を したがそれを うけて

社会教育の条 項について審議 した第七欝別委員会が同年

12月27日 の第17回 教刷委総会 に提出した中間報告 では,

教育基本法に掲げるべき社 会教 育に関す る事項 としては
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「国及 び公共 団体 は教 育の目的 を達成す るため
,家 庭及

び学校に おける教 育活 動の外,あ らゆ る手段方法に よる

教育 の実施 に努力 しなけれ ばな らない,/工 場,事 業

場,其 の他 国民 の勤労 の場においてなされ る教 育の施設

は国又 は公 共団体 によって奨励せ らるベ きで ある./新

聞,出 版,放 送,映 画,演 劇,音 楽 その他の文化施設は

教育的 考慮の下 に為 され ることが望 まれ る」 と規定 され

て いた.「 工場,事 業場」 ということばにみ られ るよう

に,教 刷 委の検討に おいては労働者に たいす る社会教育

が著 し く重 視され ていたのである.そ の後若干の曲折を

経 て現行法 ができあが るが,字 句修正にかかわ らず 当初

の精神が 一貫 して強 調されてい たことは,教 基法の成立

直後 に同法の制定 に深 く関与 した事務官 らの 手 に な る

『教育基本 法の解説』 が,「 勤労 の場所において行われ

る教 育とは,特 に学校施 設等におい てな され る教育のほ

か,工 場労 働者 は,そ の工場施設において,農 業労働者

は,そ の農村地域に おいて,そ れぞれ現在の環境に即 し

て必要 な実 際的知 識や公民的教養 を与え るために行われ

る教 育であって,な か でも工場,事 業場な どにおけ る精

神方面及 び技能上 の教育 は,一 日もゆ るがせ に で き な

い.学 校 は,職 実 に対す る基礎的教育をなす ところ とし

て,職 場 において,そ の職に必要な專門的教育が施 され

るような学校及 び社会全体の組織が作 られ ることが望ま

しい」 とのべてい る41)ことに示 されてい る.教 育基 本法

第7条 につ いての このとうな理解はその後,教 刷委にと

って さ らに ふえん されてい る.す なわち,第58会 総会

(1948年2月27日)で 採択された第13園 建議 「労働者に

対す る社会教育」はその第一項で 「労働者に対 する社会

教育 として は,労 働問題,並 びに労働関係諸 法規 に関す

る理解 の促進 と職業的知識及び技術的熟練の修 得 と,更

に社会的文化的教養を高め人格 の陶冶を期す る教 育とを

有機的総合的に実施す ること」 とのべ,職 業訓 練を労 働

者に対す る教育の重要な一環 として位置づけている.そ

して同建議の第三項は 「労働者のための技能者養成所,

見習工教習所,組 合学校 等の教 育施 設に対しても,前 記

の趣 旨の普及及徹底 を図ること」 と前述 のことを重ね て

指摘 してい るのである.当 時,宮 原誠 一が現職教 育を社

会教 育のス コ-プ の最 も重 要なもののひとつ と指摘 して

いる42)-43)のも同様 の観点に立 ってい るもの と解され る.

Ⅴ

こうしてみ て くると,第 二次大戦後 の教育基本法制 の

もとで は,細 谷 のようなたんに公共職業訓練を社会教育

とと らえる理解 をこえて,事 業 内職業訓練 をふ くむ職業

訓練全般を社会教育 として把握す るようにな って きた よ

うに 思われ る.し か しなが ら,職 業訓練全般を社会教 育

として把握 しようとす る考 え方 は,二 つの面か ら大き く

わい曲 され あるい は後退す ることとなった.そ の一つ で

しか も最大の要因 は, 1948年7月28日 に出され た文部,

労働両省の共同通達で あった44).こ の通達 それ 自体 は,

さ きの教刷委の第13回 建議 をうけて,文 部省社会教育局

と労働省労政局 との あいだ で労働者 の社会教 育に関 して

行政上の分担を協議 した結果を関係各方面へ伝 えるとい

う趣 旨の ものであ った.こ れに よって労働者に対す る社

会 教育の行政の文部 ・労働両省に よる分割が公然化 され

る ことにな った.と ころで,教 刷委 の建議 は両省 の分担

と協力に関す る協議を要請 していたのであ ったが通達は

協力関係については何 らふれていない.こ れが問題点の

一 つであ る.通 達は行政上の管掌を分轄 したに過 ぎなか

ったのに,そ の後の事態の経 過は,こ の通達があたかも

社会教 育(=文 部省管轄)と 社会教育でない もの(=労

働省 管轄)と の区分 を したか のご とくに扱われるように

なったことを示 している.こ れ は通達が両省間の分担 の

みに ふれ,両 省間 の協力 関係に ふれ ていない ことに関係

しているとみなけれ ばな らない.こ の通達以後の行政上

の管轄 にそ くして(?),社 会教 育関係者や 社会教 育研

究者 の多 くが,労 働省 の所轄 とされ る職実訓練 を教 育で

はないか のように扱 う風潮が生れ ることになる,教 育基

本法 を尊重 しなけれ ばならない と主張す る研究 者におい

てす らこの傾向が強い ことは,教 刷委 の一貫 した主張を

思い あわせ るときに,ま ことに奇妙 な現象 だといわ なけ

ればな らない.

しか しなが ら,こ の通達がふ くん でいる第 二のいっそ

う重要 な問題は,教 刷委が両省間 の協力関係 の確立 を求

めてい たに もかかわ らず,文 部省側 にあっては学校教育

局において,労 働省に おいては労働基準局や 職 業 安 定

局,婦 人少年局におい て建議が提起 している問題 を検討

した形跡がみ られない ことであ る.教 刷委が職実訓練を

社会教育の重要な一部 とみな してい るのに,公 共職業補

導は職業安定局の,事 業 内職業訓練(当 時 の用語では技

能者養成)は 労働基準局 の所管だ ったのであるか ら,事

実土,こ の通達は建議 の趣 旨を理解 したものではなか っ

たので ある,教 刷委 の後身で ある教 育刷薪審 議会は,の

ちに,「 なお,技 術教育につい ては,格 別 の定 めをみる

に至 らなか ったが,学 校 内で行 う職業 教育は当然文部省

が担 当し,職 場で行 う現職教育 は労 働省が担 当 し,必 要

に応 じて相互に連絡協力す ることに異議はなか ったもの

の ようで ある」 とのべ ているが45),前 記建議の趣 旨に照

らしてみ るな らば官僚 の怠慢 はせめ られて然 るべ きとこ

ろであ った.な お,こ の通達 について,労 働省側が 「健
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全中正 な労 働組合運動 の発展」 と労働関係の 「平和的」

調整 を目標 に掲げた ことをもって労働者の社会教育が不

振になった一因 とす る見解が あるが,問 題 の一面を衝い

てはいる ものの建議 の提起 を うけての通達 としてみ るに

は不充分な もの といわ なけれ ばな らない46).

公共職業訓練 を社 会教 育 とみな した細谷の見解 をこえ

て事業内職業訓練 をも労働者 の社会教育の一環 として把

握 しようとした教刷委 あるいは教育基本法第7条 の構想

は,前 記通達 とい う施 策の面か らだ けでな く,実 態面か

らも齟齬 を来 し後退 せざるを得たか った.公 共職業訓練

についてい えば,そ れは,敗 戦に よって危機的 な状態に

陥った施設 を再興 して社会的な制度 として定着 させ る政

策が怠 られ たこ とに関係 してい る.事 業 内職業訓練につ

いては,そ れ は,資 本の要請に よってのみ実施 され ると

いう本来 の性格 に加えて,学 習主体 たる労 働者あるいは

その労働者 を支 え る労働組合に職業訓練 を教 育 としてと

らえる自覚 があま りに弱か った ことが関係 し て い た.

 1950年 に事 業場の附属教育施設 の実態 を調 査 した労働省

が,事 業主 側か らの回答率64.4%に たい して組 合側のそ

れは15%と い う事 実を まえに して,「 組合側 に年少者の

教育に対 する積極性みが られ ない」 としていた47)のもこ

のよ うな一面を示す ものであった.学 校形 式の企業内養

成教育の実態を調査 した斉藤健 次郎は,企 業内の教育に

共通する点は 「社会か らの隔離 であ り,人 間形成や精神

教育の面で公の学校教育 と鋭 く対 立する.企 業の学校づ

くりは,い わば「 囲い こみ」 であって,一 般に言 う学校

教育の普及 とは区別 して考 えなければな らない」 とのベ

ている48)。このば あい の 「学校 教育」は 「教育」 と置 き

換えて もさ しつかえな いところであろ うが,企 業内教育

を民主化 しよ うとす る労働組合 の努力がないのであれば

斉藤の指摘す るような事態 はむ しろ当然の帰結であ った

といわなければな らない.Ⅵ

1958年 の職業訓練法制定に よって,職 安法に よってい

た公共職実補導所が公共職業訓練 所とな り労基法によ っ

ていた企業 内技能者養成が事業 内認定職 業訓練 とな り,

さらに国家技能検定制度が創設 され るか ど,職 業訓練制

度は労 働力政策の一環 として新 しい局面 に入 った49)-50). 

1961年 には学校 教育法 の一部改正 によって高校教育 と技

能教 育施 設 とが連携す るみ ちが 開かれた.こ の年の法改

正 とそれ にとる政令で は連携 し うる技能教 育施設は3年

制の ものに限定 されていたか ら,連 携す る ことができた

のは実際上 は事実 内認定職業訓練 に限 ら51)-52).こ

の時期か らわが 国の労働組合 もようや く職業訓 練問題 に

関心 をもつよ うにな ってきた53). 1960代 に はじまる労

働組合 の職業訓練への とりくみ とそ の運動 の発展13)-15)

については ここでは省略す るが,注 目すべ きことは,職

業訓練 をうけ ることは労働 者の権利 だとい う自覚がたか

まってい ることであ る.そ して最近 では,企 業 内訓練に

おい ても教育基本法の精神は守 られ るべ きだ とす る主張

が労働組合の側か ら提起され た り,労 働組合 の要求に よ

って自治体に追加訓練を実施 させ るというユニークな と

り組みな どが現実の ものとなっている54).ま た 「公共的

訓練施設を大幅に増設 し,す べての労働 者に訓練 の機会

を均等に与え ること」 とい う対政府 要求が労働組合 の政

策要求 の一つ として掲 げ られ ると うにもなっている.こ

うして,ま だ まだ不充分な ものではあるが,教 育刷新委

員会が教育基本法の制定やその後 の社 会教 育の民主化 を

めざす活動のなかで高 く掲げた理想を実 現す る努力が,

学習 の主体であ る労働者の側か ら緒 につ きは じめたので

ある.

職業訓練 をうけることを 「教育を受ける権利」 の一環

と してと らえる発想― 総評 ・中立労連が1961年 に開い

た第2回 職業教 育研究集会のなかで指摘されるよ うにな

った― に おい ては,「 能力」の問題は主 として 「労働

能力」の問題 として現われ る.た とえば総評が第2回 職

業教育研究集会 に提 出した基調報告では,「 労働者は,

その労働力を売 らなけれ ば生 きてい くことがで きない.

労働力は,労 働をす るさい の肉体的な能力 と精神的な能

力 とを総合 した ものである.だ か ら,労 働者が技術 ・技

能を習得 し,向 上 させることは,そ れ らの能力をのば し

労働条件を維 持,向 上す るのに大 きな働 きをす る」 との

べている56).こ のよ うな意味 の能力の うち,職 業訓練に

おいて とりわけ問題 となるのは 「技能」 と称せ られ る能

力である.職 業訓練 のばあいに は,技 能 は,一 定時間の

訓練を うけるな らば通常 の人 間な らば誰 でも獲得す るこ

とができるものと考え られ てい る.職 業訓練 の教程が,

高校や大学におけ る単位制(履 修 時間と試験 の結果 との

組み合わせによ る)を とらずにもっぱ ら履修時 間数 を基

礎 として組織されているの もこのよ うな考 えに立 ってい

るか らであ る.こ のよ うな考え方 は現行の技 能検定制度

に も採用 されてお り,二 級 の技能程度 の基準 が 「一般 に

熟練工 といわれ るものの うち,よ うや く熟練 工の段 階に

達 したと認め られ るもの(下 級の熟練工)が 通常有 すべ

き技能の程度,例 えば3年 制の認定職業訓練を修了 した

者 で修了後2年 程度の実務経験を経た ものが通常有 すべ

き技能の程度」 とされてお り,一 級 の技能程度の基 準 も

同様であ って,具 体的には 「二級の技能検定後5年 程度

の実務経験を経た者が通常有すべ き技能の程度」 とされ
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てい ることなどが これ を示 している57).も ちろん,技 能

は,た んに実技能力 に とどま らず ,「 技能 を習得 し,発

揮す るために直接 ・間接に必要 な関連学科等 の知 識も含

まれ る」 とされ てお り58),そ のために職業訓練 において

も俗 に座 学を称 する普通学科(全 教修 時間 の1害 前後)

と専 門学科(全 教修 時間の2割 前後)と が ふ くまれ てお

り養成工 科によっては この時間がか な りのものもある.

もちろん技能検定 に も学科試験が あるが,一 般に は学科

3,実 技7の ウェイ トで評定され る.い ずれに しても職

業訓 練に あっては技能の習得が主 眼 とされ るか ら,一 定

時 間の技能訓練を うけ るか うけないかの差が決 定的にそ

の技能程度を左右 す ることになる,技 能士 の称 号を取得

してい るか否かは別 として も― とい うのはわが 国では

まだ技能士の称 号の有無が賃金水準 の決定要素に なって

いないか ら,同 一職種に あって技能 を習得 していない も

のは賃金その他の待遇の うえで不熟練工 の扱い をうける

ことにな る.冒 頭に掲げた方 子が もし補導所 を経 なけれ

ば不熟練工 として働かなけれ ばな らないことはみやすい

道理であ る.技 能 を習得 して自己の労働力 の内実 である

能 力を高める ことは労働者の切実 な関心事と な る わ け

で,「 職業訓練を うけ る権利」が 日本 国憲法26条 一項の

みな らず, 27条 一項の労働権 に基礎 をもつ といわれ るゆ

えんである.

学校教育の場で しば しば問題 とされ ると同様 な意味で

の 「能 力」問題 が職業訓練にないわけではない.冒 頭の

中西の手紙で 「技術の習得は今 の うちのことです.そ の

うちに駄 目にな ります」 といっていることは,方 子 も年

を とると技能の習得がむずか しくなるとい う意味 にもと

れ る し,戦 局が敗勢に向 うか らその うちに政府 も補導所

ど ころでな くなる とい う意味に もとれ る.前 者,つ まり

ある年齢 まででないと技能を習得す ることが精神的身体

的 に困難になる とい うことはよ くいわれて きたし,あ る

程度事実 のよ うである.し か し,あ る種 の技能教 育は中

卒後 す ぐには じめない とだめで,高 卒か らはじめ たので

はおそす ぎるという数年 前まで資本家やそ の善頭 さんた

ちが主張 していた言 い分 は,同 一職種 の訓練が中卒か ら

高卒 に変 らざるを得 な くなってきているとい う事実 の前

に くずれ宏 ってい る.

技能習得 の方法 とか技能習得 と知的 な学力の関係 とい

うようなより一般的 な問題の解明 は,ほ とん ど普遍的 と

い って よい課題 とされ ているだ けでなく,中 学校(あ る

いは高校)ま でにで きあが った学力差が著 しいために訓

練に困難 を来 してい るというか たちで,と くに公共職業

訓練校で現われてい る.こ のほか,中 卒者 と高卒者 ある

いは若年者(養 成訓練が多い)と の高年齢者(転 換訓練

が 多 い)の 混 合 訓 練 が 多 くの 指 導 上 の 困 難 な 問題 を生 ん

で い る こと も指 摘 さ れ て い る.こ れ らの 問 題 に つ い て 検

討 す る こと は 別 の 機 会 に ゆ ず らざ るを 得 な い.
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